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曰本の産業，特に製造業においては，高度成長が終えた1975年から１９９０年頃までは，
鉄鋼産業や自動車産業，電気機械産業など，産業の規模や他の産業への影響が大きいいわ
ゆるリーディング産業が時期を異にしながら存在し，日本全体の成長を牽引していた。しか
し９０年代に入るとその直前まで成長を続けていた電気機械産業や自動車産業までも付加価
値額獲得が急に停滞し，曰本全体の低成長が長期間続く事態となっている。ただし電気機
械産業と自動車産業の低迷の状況を仔細にみると，自動車産業では横ばい，電気機械産業
では傾向的に減少するなど電気機械産業での低迷の程度が大きい．
本研究の目的は，９０年代直前まで成長していたリーディング産業としての自動車産業や電
気機械産業，特に電気機械産業が９０年代に入り低迷している原因を，低迷の度合いが比較
的少ない自動車産業と比較しながら明らかにすることである。
研究の視点として，近年産業分析に用いられだしたアーキテクチャの概念を用いた。ア
ーキテクチャとは，システムとしての製品や一連の企業活動などのプロセスを，モジュー
ルといわれる構成部品や構成プロセスにどう分割し，それぞれに機能をどう配分するか，
モジュール間の継ぎ手であるインターフェースをどう設計するかに関する設計思想である。
本研究では，９０年代における電気機械産業の低迷は，①電気機械製品では製品のアーキ
テクチャが，機能と部品との対応が１対１に近くなり，インターフェースが公開されるモ
ジュラー型・オープン型に次第に変化し，それに伴って研究開発や生産といったプロセス
間における相互依存関係の濃淡，すなわちビジネス・アーキテクチャが変化した，②その
ことが製造や研究開発プロセスの組織形態の変化を促した，③その変化への対応が適切に
なされなかったため曰本の電気機械産業が持っていた従来の強みが失われた，一方自動車
産業では④製品のアーキテクチャが９０年代もインテグラル型･クローズ型で大きくは変化
せず，各プロセスの組織を変える必要がなく，従来の強みも維持できていたという仮説を
設定した。
このような仮説を検証するため，本研究では電気機械産業などリーディング産業が持って
いた強みを明らかにし，それが９０年代に入り電気機械産業と自動車産業とにおいてどう変
化したかについて分析した。研究の手法としては，統計資料や文献資料の分析および筆者
が行ったアンケート調査結果の分析を基にした。以下各章ごとに分析結果をまとめる。
第１章においては，高度成長が終えた1975年から１９９０年頃までのリーディング産業はど
のような産業で，それはどのような強みを獲得・発揮してリーディング産業になりえたのか
を分析した。
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その結果，①この期間においては，自動車産業や電気機械産業や鉄鋼産業が時期を異に
しながらリーディング産業であったこと，②リーディング産業には「産業のコメ」型と「産
業のコメ活用」型の２タイプあること，両者とも製品の高品質化･高機能化･低価格化に成
功してリーディング産業になっていること，また両者は材料の供給とその組立という関係以
上に，互いにニーズ情報の共有や研究開発面などで密接に協力し合うことで助け合いなが
ら成長してきたこと，③製品の高品質化･高機能化･低価格化は，リーディング産業となった
各産業がその形成過程で獲得し発揮した以下の強みに基づいていること，すなわち，ｉ）タ
ーゲットを明確にした生産技術の開発，ｉｉ）研究者や技術者や技能者の協力による製造し
やすい設計や生産技術の開発など製造プロセスでの強み，Ⅲ）他企業や他産業の技術の融
合による差別的な技術の強み，ｉｖ）生産現場の優秀な技能者の能力を基盤にした生産管理
技術の強みである。
このため曰本が強みとする製品は，科学的な発明が商品になるまでの問に生産プロセス
において様々な工夫が加味できる，部品や技術点数で言えば，数百から数万点の製品に多
い。一方製造プロセスにおける多様な工夫が入り込みにくい製品，すなわち１つの有力な
化学触媒の発見で優位性が決まり易い汎用化学製品，遺伝子組み換え技術など科学的発見
が即製品化しやすい製品，ソフトウエアをペースとした金融商品などは曰本企業は弱みと
している。日本産業の強みは，生産プロセスにおける優位性と融合型技術における優位性
とが基盤となっていたといえる。
第２章では，９０年代に電気機械産業にみられた生産組織形態におけるＥＭＳ等アウトソ
ーシング型組織形態の増加と電気機械産業の対応とを，自動車産業との比較で分析した。
ＥＭＳは主として製造プロセスに特化した生産組織形態で，最終製品を持つブランドメ
ーカーから主に製造プロセスを受託する。電子計算機や通信機械など９０年代に世界市場が
大きく拡大した製品において海外企業で広く採用された。
ＥＭＳ増加の背景は，電気機械製品の中でも電子計算機や通信機械などで半導体部品の
採用増加という形で製品のデジタル化が進み，それがモジュラー型・オープン型アーキテ
クチャの製品の増加を促したことにある。このため部品の汎用化６標準化が進み，基本設
計と量産設計・製造組立プロセス間の協業的な調整作業が少なくてすむようになるという
ビジネス・アーキテクチャの変化が生じ，基本設計と量産設計・製造組立プロセス間が分
離しやすくなった。同時に部品の汎用化・標準化により製造プロセスも汎用的な機械で行
え簡単になり，製造プロセスにおける工夫の重要性が低下し当該プロセスでの利益率が低
下した。海外企業では高い利益率を求める株主の圧力もあり，利益率が低下した製造プロ
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セスがＥＭＳにアウトソーシングされるケースが増加した。ＥＭＳは多数のブランドメー
カーから製造を受託し，世界各地に多数の工場を持つようになった。このため部品を大量
に発注することで低価格の部品を購入でき，工場稼働率も高く，生産技術も各ブランドメ
ーカーからの技術移転で獲得でき，多数の工場を持つことから生産立ち上げも速いなど優
位性を発揮してきた。
一方日本企業は，マーケティングや研究開発，製造，販売までを自社や自社グループ内
で行う垂直統合型生産組織を主とし，製造プロセスの強みを自負していたため，特に国内
でのＥＭＳ採用は非常に少ない。このため曰本企業は，特に汎用製品においてＥＭＳに対
し購入部品価格や設備稼働率，生産立ち上げのすばやい対応面で優位性を失い，海外プラ
ンＦメーカーに対しては低利益率の製造プロセスを抱えるなど，得意の製造プロセスでの
優位性を発揮できなくなったことが９０年代の低迷につながっていることが判明した。
現状完成品組立にＥＭＳを採用する製品は電子計算機や通信機械などモジュラー型・オ
ープン型化の進んだ製品が多い。産業用機械のみならずＡＶ機器や家電のような民生用電
気・電子製品でも，これまでは製品のアーキテクチャにおいて特にオープン化があまり進
まず，自社内に半導体を中心とする中核部品を維持するケースが多いためＥＭＳなどの活
用も少なく，電子計算機や通信機械よりは高い利益率が得られていた。
しかし本研究で行ったＥＭＳ型製品とまだＥＭＳを採用していない製品における特性比
較分析から見て，ＡＶや家電製品の特性はＥＭＳ型製品に近く，かつ近年これらの製品が
モジュラー型・オープン型化する傾向が見られるなど，今後ＥＭＳを採用する可能性が大
きく，曰本企業の優位性が失われることが危倶される。
一方自動車産業では，インテグラル型・クローズ型製品であるため，製品製造において
汎用モジュール部品を用いる割合は電気機械製品に比べはるかに少ない。このため完成品
組立にＥＭＳを採用する例は見られず，自動車製品では依然として製造プロセスでの優位
性を維持でき，それが差別化，利益確保の手段となっており利益確保ができていることが
わかった。
第３章では，９０年代に電気機械産業に見られた研究開発組織形態における社外資源活用
の増加と電気機械産業の対応を自動車産業などとの比較で分析した。
モジュラー型・オープン型製品が増加した電子計算機や通信機械製品などでは，部品毎
に研究開発が進展し，新規で多様な機能を持つ部品が速く開発され，その部品の組合せで
素遠く製品ができるためモデルチェンジ期間が短縮されだした。こうして特に電気機械製
品において企業の利益確保手段は，従来の生産面での優位性から技術保護や製品の素速い
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上市競争に変化した。このため電気機械企業中心に企業の研究開発活動は，自社にない重
要技術の獲得や技術開発のスピーＦを速めるため，すべて自社内でまかなう自前型から大
学や他社等社外の研究開発資源の活用が増加するなど，研究開発プロセスにおけるアーキ
テクチャが変化し，それに対応した研究開発組織形態の変化がみられた。
しかし曰本企業の研究開発における社外資源活用では，新製品開発を素遠く行うことに
注力し，スピードを競うため中核部品を自社で開発するより他社から購入する傾向が強ま
った。他社も同じように振舞いがちなので同質的な競争に巻き込まれ優位性が得られず，
高い付加価値獲得に結びついていないことも明らかとなった。
一方自動車産業では，電気機械産業以上に社外資源活用が多い。しかし自動車製品のア
ーキテクチャはインテグラル型・クローズ型製品であり製品のモデルチェンジ期間も電気
機械製品よりはるかに長く，スピード競争のためだけの社外資源活用ではない。自社グル
ープ内での社外資源活用が中心であり，その中でエンジンなど中核部品開発も自社グルー
プ内で実施され，利益は維持されている。
このように製品のデジタル化が進み，モジュラー型･オープン型製品が増えると，その汎
用製品では，製造プロセスでも研究開発プロセスでもビジネス・アーキテクチャが大きく
変化し，従来の日本企業の製造プロセスでの強みが発揮できず，融合的な差別的コア技術
が生み出しにくくなり，利益獲得が困難になることが示された。
今後日本の電気機械産業がリーディング産業としての地位を回復するためには，再び製
造プロセスを核にした統合型での優位性が生きてくる製品作りや，協業により融合された
差別的技術を生み出す研究開発が求められる。実際ＥＭＳなどでも単なる製造プロセスヘ
の特化では差別化できず，技術開発も含めた統合化への逆の動きが見られだしたように，
統合化と分業化とは一方向に向うのでなく，期間を経てゆり戻すものと考えられるためで
ある。
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学位論文審査結果の要旨
平成16年１月２７日に第１回学位論文審査委員会を開催し、平成１６年２月４日に口頭発表ならびに第２
回審査委員会を開催して審議した結果、以下のように判定した。
８０年代まで全産業を牽引してきた電気機械・自動車のその後の経営状況変化をアーキテクチャ（製品設
計思想）の概念を用いて分析した。両産業は生産プロセスおよび他社との協業による差別的技術獲得が優位
性を可能にしてきた。近年、電気機械の製品アーキテクチャがモジュラー型・オープン型（汎用型・開放型）
に変化するケースが増加し製造プロセスが汎用化して競争激化したため、米企業は同プロセス専用企業へア
ウトソーシングしたが日本企業は分離せず優位性を失った。研究開発ではアーキテクチャの変化による製品
のモデルチェンジ期間短縮に対応して、開発スピード獲得のため社外研究開発資源の活用で対応したが、社
外との協業による自社技術や部品の強化に結びつかず他社から重要部品購入の傾向が強まり付加価値額が減
少した。一方、自動車産業では製品アーキテクチャがインテグラル型・クローズ型（摺り合せ型・閉鎖型）
のままで製造プロセスの優位性が維持きれ、研究開発の社外資源活用もグループ内の協業が主であり、開発
スピード獲得と付加価値維持が可能となった。
以上のように本論文は産業の製品設計思想に関する優れた工学的・経済学的成果を生み出すとともに、製
品設計と生産プロセスの最適化という工業的成果を上げている。したがって、その内容は博士（学術）論文
に値するものと判定する。
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